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１．当四半期の連結業績に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第３四半期連結累計期間（平成 27年４月１日～平成 27年 12月 31日）におけるわが国経済は、

政府の景気対策等の効果もあり、緩やかながら景気回復基調が続きました。また、中国経済の減速

によるアジア経済の下振れ懸念などから、景気の先行き不透明感は残りましたが一部個人消費に回

復基調が見られるなど明るい兆しも見られました。 

当企業集団を取り巻く環境は、外食産業では、ディナーレストラン業態の出店が増加したことや、

暖冬による外出機会の増加から、ファーストフード業態、レストラン業態で売上が増加し、総じて

堅調に推移いたしました。また、流通産業では、コンビニ、スーパーマーケット、ドラッグストア

など業態を超えた競争は激しくなりましたが、天候に恵まれたこともあり、弁当・惣菜などの中食

が好調でコンビニの売上が伸びたほか、スーパーマーケットでは衣料品などの季節商品は伸び悩み

ましたが、食料品の売上は堅調に推移いたしました。 

冷凍冷蔵庫販売では、全国の販売店への営業を強化し、汎用業務用冷凍冷蔵庫の売上が増加した

ほか、チップアイス製氷機の発売を記念し、販売キャンペーンを実施した製氷機の売上が堅調に推

移いたしました。さらに、大量調理を行う病院・老健施設や食品工場向けに調理後の食品を急速冷

却するブラストチラーの売上が伸びたことから、冷凍冷蔵庫販売の売上高は前年同四半期比 9.7％

増となりました。また、新製品としてＤＣファンモーターの採用により省エネと冷却性能の大幅な

向上を実現し、さらに庫内の洗浄から乾燥まで自動で行う機能により毎日の清掃作業の短縮とクレ

ンリネスが向上した、業界初の自動洗浄機能付きブラストチラーを発売いたしました。 

冷凍冷蔵ショーケース販売では、建築コストの高騰から食品スーパーの新規出店が抑えられたも

のの、省エネ設備への改装投資が引き続き堅調に推移したことや、食料品を積極的に販売するドラ

ッグストアへの売上が増加したことから、冷凍冷蔵ショーケース販売の売上高は前年同四半期比

5.1％増となりました。また、スーパーマーケットやドラッグストアなどへの提案商品として、地

球温暖化係数の小さい冷媒（R410A）を採用した大型冷凍機内蔵冷凍リーチインショーケース MG

シリーズを発売いたしました。 

大型食品加工機械販売では、大型案件の受注によりコンベアライン等の省力化設備の売上は堅調

に推移いたしましたが、トンネルフリーザーの売上が減少したことから、大型食品加工機械販売の

売上高は前年同四半期比 21.0％減となりました。 

大型冷蔵設備販売では、スーパーマーケットのプロセスセンターや食肉加工センターなどの大型

物件の売上が増加したことや物流センターなどの大型冷蔵倉庫の売上が増加したことから、大型冷

蔵設備販売の売上高は前年同四半期比 46.9％増となりました。 

設備工事では、厨房関連の設備工事が増加した他、小型プレハブ冷蔵庫の売上が伸びたことから、

設備工事の売上高は前年同四半期比 12.2％増となりました。 

サービス販売では、夏季の猛暑によりメンテナンス需要が伸びたほか、フロン排出抑制法の改正

によりお客様によるフロンガス管理が強化され、定期点検を含めた保守契約が増加したことやメン

テナンスの店舗一括受注などを推進した結果、サービス販売の売上高は前年同四半期比 18.5％増

となりました。 

製造部門においては、滋賀工場では、特定ユーザー向け製品の開発に注力するとともに、生産設

備増強、ライン改造による生産性向上を行いました。また、岡山工場では、顧客の多様化に対応し

た特定ユーザー向け製品の開発や省エネ製品・製氷機のラインナップの拡充に注力いたしました。

さらに、グループ会社を含めた集中購買や部品の共通化・原材料の見直しによるコスト低減を行い、

利益確保に向けて取り組んでまいりました。 

  その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は 518億２千１百万円（前年同四半期比 9.3％増）、

営業利益は 58億３千１百万円（前年同四半期比 19.3％増）、経常利益は 59億５千８百万円（前

年同四半期比 11.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は 39億５千６百万円（前年同四半

期比 26.1％増）となりました。 
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

  当第３四半期連結会計期間末の総資産は、639 億７千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ 14

億３千３百万円増加しております。 

（流動資産） 

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は 436 億７千２百万円(前連結会計年度末は

446 億７千７百万円)となり、10 億５百万円減少しました。これは主として自己株式の取得により現金

及び預金が減少したことによるものです。 

（固定資産） 

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は 202 億９千９百万円(前連結会計年度末は

178 億６千万円)となり、24 億３千９百万円増加しました。これは主として投資有価証券が増加したこ

とによるものです。 

（流動負債） 

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は 255 億５千７百万円(前連結会計年度末は

246 億３千９百万円)となり、９億１千８百万円増加しました。これは主として支払手形及び買掛金が

増加したことによるものです。 

（固定負債） 

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は 25 億４千１百万円(前連結会計年度末は 26

億６千１百万円)となり、１億２千万円減少しました。これは主として退職給付に係る負債並びに長期

借入金が減少したことによるものです。 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は 358億７千３百万円(前連結会計年度末は 352

億３千６百万円)となり、６億３千６百万円増加しました。これは主として自己株式の取得により減少

したものの親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことによるもので

す。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

  通期の連結業績予想に関しましては、平成 27年 10 月 30日公表の予想数値の修正は行っておりませ

ん。 

 

２．サマリー情報（その他）に関する情報 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

  該当事項はございません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  該当事項はございません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(会計基準等の改正に伴う会計方針の変更) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」

という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会

計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以

下「事業分離等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している

場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用

を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期

間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直

しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたしま

す。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っ

ております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度につい
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ては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５

項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期

連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は 105,949 千円減少しております。

また、当第３四半期連結会計期間末の資本剰余金が 105,949 千円増加しております。 
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（３）継続企業の前提に関する注記 

  当第３四半期連結累計期間（自 平成 27年４月１日 至 平成 27年 12月 31日） 

該当事項はありません。 

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

  当第３四半期連結累計期間（自 平成 27年４月１日 至 平成 27年 12月 31日） 

当社は、平成 27年９月７日開催の取締役会決議に基づき、平成 27年 11月 2日付で、自己株

式の取得を行いました。この結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が 2,940,300

千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式は 3,211,617千円となっております。 

 

（５）連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更 

  当第３四半期連結累計期間（自 平成 27年４月１日 至 平成 27年 12月 31日） 

   該当事項はありません。 

 

（６）追加情報 

該当事項はありません。 

 

（７）重要な後発事象 

当第３四半期連結累計期間（自 平成 27年４月１日 至 平成 27年 12月 31日） 

該当事項はありません。 

 

（８）その他 

   該当事項はありません。 
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